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介護予防対象者の運動器関連指標評価基準

介護予防ケアマネジメントのために
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目的 介護予防ケアマネジメントでは，対象者の身体機能レベルを把握し目標設定，効果判定など

に活用する必要がある。しかし，特定高齢者および要支援者を対象とした身体機能評価に関す

る大規模な先行研究は乏しく，明確な判断基準がない。本研究では，運動器関連指標の判断基

準を作成することを目的とした。

方法 厚生労働省の介護予防継続的評価支援事業で収集されたデータベースを解析した。このデー

タベースは沖縄を除く全ての都道府県から83の地域包括支援センターの協力を得て，平成19年
1月から平成20年12月末までの間に，介護予防ケアプランを作成することとなった者全員を対
象に介護予防事業で取り扱われる項目を網羅的に調査したものである。データベースに登録さ

れている9,105人のうち，運動器関連指標の測定が行われている3,852人を対象に，男女別に，
特定高齢者と要支援者に分けて求めた 5分位を用い，機能が低い者がレベル 1，高い者がレベ
ル 5に分類されるよう基準値を作成した。

結果 各指標の機能レベルは，男性，女性とも，要支援者に比べて特定高齢者で有意に高かった

（P＜0.01）。片足立ち時間では，特定高齢者と要支援者との間には，最下レベルの区分値に，
男女とも 5分位で 1段階以上の差があった。Timed Up & Go時間では，男性特定高齢者の最
下レベル 1の区分値は，男性要支援者のレベル 3に該当し，女性特定高齢者の最下レベル 1の
区分値は，女性要支援者のレベル 3に該当した。5 m通常歩行時間もほぼ同様で，男性特定高
齢者の最下レベル 1の区分値は，男性要支援者ではレベル 3に該当し，女性特定高齢者の最下
レベル 1の区分値は，女性要支援者のレベル 4に該当した。

結論 男女とも，特定高齢者と要支援者とでは，運動器関連指標の分布が異なり，とくに移動能力

において差が大きいことが明らかになった。地域支援事業の運動器の機能向上プログラムの効

果判定には，特定高齢者と要支援者とでは，異なる評価基準を用いる必要がある。

Key words介護予防，基準値，特定高齢者，要支援者，運動器関連指標

 緒 言

平成18年 4月より，介護保険法が改正され，要介

護状態になることを防ぐために，予防重視型システ

ムが導入された1)。これは，従来の予防給付の対象

者（要支援者）のみならず，地域在住高齢者の中で

も生活機能低下リスクが高い者を対象に，積極的な

介入を加え状態の維持・改善をめざすものであり，

運動器の機能向上はその介入手段の一つである1)。

運動器の機能向上では，介護予防ケアマネジメン

トに基づき，改善すべき生活課題を設定し，それを

達成するための個別の身体機能評価を実施すること

となっている2)。この評価のための客観的な測定項

目として，握力，開眼片足立ち時間，Timed Up &
Go（以下 TUG）時間，5 m通常歩行時間，5 m最
大歩行時間が示されているが，今回の対象における
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表 要支援等の状況別，分析対象者の年齢と基本チェックリスト合計点

現在の要介護認定等（2分類)

特定高齢者 要支援者 特定 vs.要支援※1

N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 P値

年齢（歳)
男性 346 79.2 6.4 657 78.7 8.7 ＞.05
女性 1,077 78.4 6.2 1,772 81.9 6.7 ＜.001

基本チェックリスト

合計点（点)

男性 346 9.6 4.3 657 11.1 4.0 ＜.001
女性 1,077 8.7 4.0 1,771 11.0 3.9 ＜.001

※1対応のない t検定
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判断基準が示されておらず，これらの指標の解釈が

難しくなっている。

従来，東京都老人総合研究所で示した評価基準が

よく使われてきたが3)，これらの基準は身体機能の

高い，いわゆる元気高齢者を多く含む調査で収集さ

れたものであり，この基準を適用すると，今回の運

動器の機能向上プログラムの対象では，対象の測定

値の分布が低い方に偏ってしまい，その変化が捉え

にくくなるいわゆる底効果を生じ，介入計画の立案

に支障を来す。このようなことから，評価基準の作

成が検討されているが4)，調査によって評価項目が

異なり，特定高齢者，要支援者を対象とする大規模

な調査がないといった問題がある。

そこで，本研究では，平成20年度，厚生労働省の
介護予防継続的評価分析支援事業により収集された

データベースを解析し，介護予防サービスの一次対

象となる，特定高齢者，要支援者（要支援 1，要支
援 2）の運動器関連指標の評価基準を作成すること
を目的とした。ところで，特定高齢者，要支援者の

状態像は廃用症候群を背景として似通っている

が4)，実際のサービス体系が，それぞれ地域支援事

業，介護予防通所型サービスと異なっており，また

実施体制，実施時間なども異なることから，それぞ

れの評価基準を作成することとした。

 研 究 方 法

. 対象

厚生労働省の介護予防継続的評価分析事業のデー

タベース（N＝9,105）から，運動器関連指標に記
入がある者3,852人を対象とした。このデータベー
スは厚生労働省より介護予防事業等の効果に関する

総合的評価・分析に関する研究班に提供されたもの

である。介護予防継続的評価分析事業は5)，地域支

援事業特定高齢者施策および新予防給付の効果に関

する分析・評価を行うとともに，より効果的な実施

のあり方について検討することを目的として実施さ

れたものである。本事業では，沖縄県を除く46都道
府県から83の地域包括支援センターの協力を得て，
平成19年 1月より，平成20年12月末までの期間，当
該地域包括支援センターで介護予防ケアプランを作

成することとなった者全員を対象とした。それらの

対象に対し，要介護度，利用しているサービス，認

知機能，栄養，入院歴，ソーシャルサポートなど，

生活状態を把握する475項目の網羅的な調査を，地
域支援事業特定高齢者施策および新予防給付の対象

でなくなるまで 3か月毎に行った。このデータベー
スに含まれる対象とは，1) 40歳以上106歳未満の者，
2) 要介護認定等の状況に回答のある者，3) 少なく
とも 2回以上の追跡調査が行われている者，4)
サービス開始より 3か月未満に本調査が行われた者
である。対象者には調査の趣旨を十分に説明した上

で同意を得た。地域包括支援センターで収集された

データは，同センターで匿名化したうえで，厚生労

働省を経由して研究班に提供された。本課題研究

は，東北大学医学部倫理審査委員会で承認された

（平成20年 3月24日）。
運動器関連指標（握力，開眼片足立ち時間，

Timed Up & Go（TUG）時間，5 m通常歩行時間，

5 m最大歩行時間）に記入のある3,852人の詳細は，
男性1,003人，うち特定高齢者346人，要支援者657
人，女性2,849人，うち特定高齢者1,077人，要支援
者1,772人であった。年齢は，男性特定高齢者79.2
±6.4歳（平均値±標準偏差），男性要支援者78.7
±8.7歳，女性はそれぞれ78.4±6.2歳，81.9±6.7歳
であった（表 1）。男女別，また特定高齢者・要支
援者別の年齢層（5歳刻み）ごとの度数を表 2に示
した。

また，基本チェックリストの合計点は，男性特定

高齢者9.6±4.3点（平均値±標準偏差），男性要支
援者11.1±4.0点，女性はそれぞれ8.7±4.0点，11.0
±3.9点であった。この基本チェックリストは，介
護予防事業において，要支援・要介護状態となる可
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表 5歳刻みの年齢区分における対象者の度数

64歳以下 65–69歳 70–74歳 75–79歳 80–84歳 85歳以上 合計

特 定

男性 0 20 57 105 94 70 346
女性 0 98 185 312 306 176 1,077
小計 0 118 242 417 400 246 1,423

要支援

男性 45 41 83 148 176 164 657
女性 25 46 147 358 564 632 1,772
小計 70 87 230 506 740 796 2,429

合計 70 205 472 923 1,140 1,042 3,852
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能性の高い高齢者として「特定高齢者の候補者」を

効率的に選定するための質問票として作成されたも

のである。基本チェックリストは25の質問から構成
されており，これらの質問に「はい」か「いいえ」

の 2者択一で回答するものである。回答のうちリス
クに該当する項目について 1点を加点し合計点は25
点となる。この点数が高いほど状態が悪いことを意

味するものである。

. 体力測定方法

体力測定は，厚生労働省発行の運動器の機能向上

マニュアルに準じて測定された2)。測定は運動器の

機能向上プログラムを提供する各事業所のスタッフ

等が実施した。各指標の測定方法を以下に簡潔に示

す。握力では，握力計の握り（つかみ）を示指の近

位指節間関節がほぼ90度になるように調整し，息む
ことの無いよう息を吐きながら，じわっと手を握る

方法で 2回測定を行い，その最大値を測定値とし
た。開眼片足立ち時間は，両手を側方に軽くおろ

し，ゆっくりと片足を床から離し，支持脚の位置が

ずれる，あるいは支持脚以外の体の一部が床にふれ

るまでの時間を測定した。測定は 2回行い，上限を
60秒とした。5 m歩行時間（通常・最大）は，3 m
の加速路，5 mの測定区間，3 mの減速路からなる
歩行路を設置し，遊脚相にある足部が測定区間始ま

りの印を超えた時点から，測定区間終わりの印を超

えるまでの所要時間を測定し，2回の測定のうちい
ずれか短い方を測定値とした。最大歩行時間の測定

では，目標に向かってできるだけ速く歩いてくださ

いと教示し，最大努力の歩行時間を計測した。

TUG時間は，いすの背もたれから背が離れた時か
ら，3 m先の指標を回転し再びいすに着席する（殿
部が座面に着く）までの所要時間を測定した。教示

は「できるだけ速く回ってください」と統一し，こ

のとき，小走りも許した。2回の測定のうち短い方
を測定値とした。

. 分析方法

握力，開眼片足立ち時間，TUG時間，5 m通常
歩行時間，5 m最大歩行時間について，性別に，特
定高齢者と要支援者とに分けて，平均と標準偏差を

求めた。また，5分位で機能が高い者が高いカテゴ
リ値，低い者が低いカテゴリ値となるよう定義し，

各分類の上限値，下限値を求めた。すなわち，開眼

片足立ち時間では，より長い測定値が高いカテゴ

リ，それ以外の項目では，より短い測定値が高いカ

テゴリとなるように定義した。ところで，疫学調査

では要介護状態など，ある特定の状態を予測するあ

るいは関係性を調べる目的で，4分位がよく用いら
れるが6～8)，本研究で示す判断基準は，介入の効果

を経時的に追跡する目的で用いられるので，より変

化を鋭敏にとらえるために，5分位を採用した。ま
た，運動指標は連続量であるので，平均値と標準偏

差をもって正規化する方法も考えられるが，運動器

の機能向上プログラムを実施している現場で，直ち

に状態を把握するためには，計算を必要としない，

この方法に利があると考え採用した。

特定高齢者と要支援者の平均値の差の比較には対

応のない t検定を，比率の差の比較にはカイ二乗検
定を用いた。統計学的解析には SPSS17.0Jを用
い，有意水準は両側 5とした。

 研 究 結 果

. 特定高齢者と要支援者の間の基本属性の差

男性では，特定高齢者と要支援者の間に年齢の差

を認めないが，女性では要支援者が特定高齢者に比

較して年齢が有意に高かった（P＜.001）。特定高齢
者の35.7，要支援者の73.0が何らかの歩行補助
具を利用し，要支援者の歩行補助具の利用が有意に

多かった（P＜.001）。
また，基本チェックリストの合計点は，男女と

も，要支援者のほうが特定高齢者に比べ有意に高か

った（P＜.001）（表 1）。
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表 各運動器関連指標測定の平均値および標準偏差

特定高齢者 要支援者 特定 vs.要支援※1

N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 P値

握力（kg) 男性 335 27.1 7.3 629 24.1 7.7 ＜.001
女性 1,056 18.6 4.9 1,692 14.7 4.7 ＜.001

開眼片足立ち時間（秒) 男性 325 13.9 16.4 524 9.0 11.4 ＜.001
女性 1,037 15.1 17.3 1,378 7.8 11.0 ＜.001

TUG時間（秒) 男性 329 11.4 6.9 609 17.6 10.2 ＜.001
女性 1,035 10.5 4.1 1,611 17.9 9.4 ＜.001

5 m通常歩行時間（秒) 男性 249 6.7 7.6 585 9.7 7.3 ＜.001
女性 891 5.8 3.2 1,555 9.8 6.1 ＜.001

5 m最大歩行時間（秒) 男性 303 5.1 7.3 597 7.4 5.5 ＜.001
女性 972 5.0 6.6 1,590 8.1 5.8 ＜.001

TUGTimed Up & Go Test ※1対応のない t検定
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. 各運動器関連指標の測定値（表 3）
各指標は，男性，女性とも特定高齢者の機能が有

意に高かった（いずれの指標においても P＜.001）。
開眼片足立ち時間は，男性では特定高齢者が13.9±
16.4秒（平均値±標準偏差），要支援者が9.0±11.4，
女性ではそれぞれ15.1±17.3秒，7.8±11.0秒であっ
た。TUG時間は，男性では，特定高齢者が11.4±
6.9秒，要支援者が17.6±10.2秒，女性ではそれぞれ
10.5±4.1秒，17.9±9.4秒で，特定高齢者と要支援
者の差は著明であった。5 m通常歩行時間は，男性
では特定高齢者が6.7±7.6秒，要支援者は9.7±7.3
秒，女性ではそれぞれ，5.8± 3.2秒， 9.8±6.1秒で
あった。5 m最大歩行時間も同様に，男性では特定
高齢者が5.1±7.3秒，要支援者が7.4±5.5秒，女性
ではそれぞれ5.0±6.6秒，8.1±5.8秒であった。
. 各運動器関連指標の 5分位（表 4）
各測定値を，男女それぞれで，特定高齢者・要支

援者別に，5分位を基にカテゴリ化した。各カテゴ
リの上限値，下限値を用い，各レベルの範囲を表 4
に示した。参考に東京都老人総合研究所が示した地

域在住高齢者の 5分位のデータ3)も表 4に示した。
握力では，女性は男性に比較して 3段階低く，男性
の特定高齢者と男性の要支援者の間では，1段階の
差を認めた。たとえば，男性特定高齢者の最下レベ

ル（レベル 1）の区分値である 20.9 kgは，女性特
定高齢者ではレベル 4に分類される。同様に男性要
支援者の基準を用いるとレベル 2に分類される。開
眼片足立ち時間でも，女性の方が男性に比べて，ま

た要支援者の方が特定高齢者に比べて機能レベルが

低かった。たとえば，女性特定高齢者の最下レベル

（レベル 1）の区分値である3.0秒は，男性特定高齢
者ではレベル 2に分類され，女性要支援者ではレベ

ル 3に分類される。TUG時間は男女ともほぼ同様
であるが，特定高齢者と要支援者の差は大きい。た

とえば，男性特定高齢者の最下レベルの区分値であ

る13.0秒は，男性要支援者ではレベル 3に分類され
る。また，女性特定高齢者の最下レベルの区分値で

ある12.8秒は，女性要支援者ではレベル 4に分類さ
れる。5 m歩行時間もほぼ同様の傾向で，5 m通常
歩行時間では，男性特定高齢者の最下レベルの区分

値である7.2秒は，男性要支援者ではレベル 3に分
類され，女性特定高齢者の最下レベルの区分値であ

る6.9秒は，女性要支援者のレベル 4に分類される。
5 m最大歩行時間では，男性特定高齢者の最下レベ
ルの区分値である5.4秒は，男性要支援者ではレベ
ル 3に分類される。女性特定高齢者の最下レベルの
区分値である5.5秒は，女性要支援者のレベル 4に
分類される。これらを総合して指標間で比較する

と，移動を伴う動作では，特定高齢者と要支援者の

差が大きい。

 考 察

現在，特定高齢者・要支援者を対象に，運動器の

機能向上プログラムなど，積極的な介護予防サービ

スが提供されているが，この対象の運動機能を評価

する判断基準は示されてこなかった。そこで，リハ

ビリテーション医学9,10)，老年学11～13)の領域におけ

る知見を外挿して利用されてきた。例えば，運動器

の機能向上プログラムにおける運動機能判断基準

に，東京都老人総合研究所が示した基準3)が用いら

れるが，これは会場招待型で行った地域在住高齢者

のデータを基にしているため，いわゆる元気高齢者

のデータを多く含んでいる。そのため底効果が生

じ，介護予防対象者の運動器の機能を評価したり，
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表 各運動器関連指標測定値の 5分位と東京都老人総合研究所（老人研)3)による 5分位

レベル 握力
（kg)

開眼片足立ち時間
（秒)

TUG時間
（秒)

5 m通常歩行時間
（秒)

5 m最大歩行時間
（秒)

男性

特定高齢者

1 ＜＝20.9 ＜＝2.6 ＞＝13.0 ＞＝7.2 ＞＝5.4
2 21.0–25.3 2.7–4.7 11.0–12.9 5.7–7.1 4.4–5.3
3 25.4–29.2 4.8–9.5 9.1–10.9 4.8–5.6 3.7–4.3
4 29.3–33.0 9.6–23.7 7.5–9.0 4.2–4.7 3.1–3.6
5 ＞＝33.1 ＞＝23.8 ＜＝7.4 ＜＝4.1 ＜＝3.0

要支援者

1 ＜＝17.9 ＜＝1.9 ＞＝23.0 ＞＝11.9 ＞＝9.3
2 18.0–22.3 2.0–3.6 16.6–22.9 8.6–11.8 6.6–9.2
3 22.4–25.4 3.7–6.0 13.0–16.5 7.0–8.5 5.2–6.5
4 25.5–30.0 6.1–13.9 10.2–12.9 5.6–6.9 4.2–5.1
5 ＞＝30.1 ＞＝14.0 ＜＝10.1 ＜＝5.5 ＜＝4.1

老人研指標

1 ＜＝24.9 ＜＝4.9 ＞＝7.2 ＞＝5.0 ＞＝3.2
2 25.0–28.9 5.0–12.9 6.1–7.1 4.4–4.9 2.8–3.1
3 29.0–32.9 13.0–29.9 5.5–6.0 4.0–4.3 2.4–2.7
4 33.0–36.9 30.0–59.9 5.0–5.4 3.6–3.9 2.2–2.3
5 ＞＝37.0 ＞＝60.0 ＜＝4.9 ＜＝3.5 ＜＝2.1

女性

特定高齢者

1 ＜＝14.9 ＜＝3.0 ＞＝12.8 ＞＝6.9 ＞＝5.5
2 15.0–17.6 3.1–5.5 10.2–12.7 5.4–6.8 4.4–5.4
3 17.7–19.9 5.6–10.0 9.0–10.1 4.8–5.3 3.8–4.3
4 20.0–22.4 10.1–24.9 7.6–8.9 4.1–4.7 3.2–3.7
5 ＞＝22.5 ＞＝25.0 ＜＝7.5 ＜＝4.0 ＜＝3.1

要支援者

1 ＜＝10.9 ＜＝1.4 ＞＝23.2 ＞＝12.3 ＞＝10.2
2 11.0–13.4 1.5–2.8 17.7–23.1 9.1–12.2 7.3–10.1
3 13.5–15.9 2.9–5.0 13.8–17.6 7.3–9.0 5.9–7.2
4 16.0–18.4 5.1–11.0 10.9–13.7 6.0–7.2 4.7–5.8
5 ＞＝18.5 ＞＝11.1 ＜＝10.8 ＜＝5.9 ＜＝4.6

老人研指標

1 ＜＝14.9 ＜＝3.9 ＞＝8.9 ＞＝5.6 ＞＝3.8
2 15.0–17.9 4.0–9.9 7.5–8.8 4.8–5.5 3.2–3.7
3 18.0–20.9 10.0–22.9 6.5–7.4 4.2–4.7 2.8–3.1
4 21.0–23.9 23.0–59.9 5.8–6.4 3.8–4.1 2.4–2.7
5 ＞＝24.0 ＞＝60.0 ＜＝5.7 ＜＝3.7 ＜＝2.3

TUGTimed Up & Go Test
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介入効果を判断するのには使いにくい。

特定高齢者の 5 m通常歩行時間を例に，今回の
結果と併せて考察すると，東京都老人総合研究所の

基準では，男性で最下レベルが 5秒以上，最上レベ
ルが3.5秒以下，女性で5.6秒以上，3.7秒以下なのに
対して，本研究では男性特定高齢者で，それぞれ

7.2秒以上，4.1秒以下，女性特定高齢者で6.9秒以上，
4.0秒以下とわずか 5 mの歩行に関して，最下レベ
ルの区分値には，男女とも 1秒以上の開きがある
（表 4）。TUG時間などはさらに差が大きい。本研
究で示した判断基準によって，既存の判断基準では

正確な把握が困難な特定高齢者と要支援者の身体機

能を，客観的に評価できるようになる。

本研究では，特定高齢者と要支援者でサービス体

系が異なるため，それぞれについて判断基準を示し

た。ところが，実際の対象者は特定高齢者から要支

援者へ移行する，あるいはその逆も考えられる。も

しもこの 2つの対象群が運動機能面で似通っている
のならば，2つの基準を持って判断するのは不合理
である。しかし，本研究の結果，特定高齢者と要支

援者の間には全ての指標で統計学的に有意な差があ

り，また 5分位のレベルも 1段階を超える差がある
ことから，この 2つの対象は分けて評価すべきでは
ないかと考えられた。もし，特定高齢者と要支援者

のデータを同一の 5分位にして取り扱った場合，現
状の身体機能を 5分位で評価することには活用でき
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表 特定高齢者と要支援者それぞれで性別に求めた，5歳年齢階層別運動器関連指標の平均値と，年齢階級間の
差に関する一元配置分散分析の結果

種
別
性
別 体力指標

全 体 64歳以下 65–69歳 70–74歳 75–79歳 80–84歳 85歳以上
P値※1

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

平均
値

標準
偏差

特
定
高
齢
者

男

性

握力（kg） 27.1 7.3 33.7 9.4 29.1 6.3 27.8 7.2 26.9 6.8 22.8 5.8 ＜0.001
開眼片足立ち時間（秒） 13.9 16.4 21.6 22.3 14.5 18.3 15.6 16.6 13.3 15.5 9.3 11.8 0.032
TUG（秒） 11.4 6.9 13.6 15.9 12.0 7.7 10.8 6.7 10.9 4.9 11.7 3.9 0.443
5 m歩行時間（通常）（秒） 6.7 7.6 7.5 10.1 8.6 14.7 6.5 6.8 5.9 2.2 6.1 1.7 0.403
5 m歩行時間（最大）（秒） 5.1 7.3 6.1 8.8 7.5 14.6 4.7 6.2 4.4 1.8 4.5 1.2 0.122

女

性

握力（kg） 18.6 4.9 21.4 4.8 20.2 4.6 19.0 4.9 18.1 4.4 15.7 4.3 ＜0.001
開眼片足立ち時間（秒） 15.1 17.3 33.5 22.5 20.1 19.8 14.3 15.6 10.8 13.6 7.8 9.0 ＜0.001
TUG（秒） 10.5 4.1 8.4 3.2 9.4 3.2 10.4 4.2 11.0 4.2 11.9 4.4 ＜0.001
5 m歩行時間（通常）（秒） 5.8 3.2 4.6 1.8 5.1 3.6 5.6 2.6 6.1 3.8 6.5 2.9 ＜0.001
5 m歩行時間（最大）（秒） 5.0 6.6 3.7 1.4 5.4 10.9 4.9 6.0 5.2 6.5 5.2 2.1 0.374

要
支
援
者

男

性

握力（kg） 24.1 7.7 31.9 7.9 29.1 9.1 25.5 7.8 24.4 7.4 22.9 6.2 21.1 6.6 ＜0.001
開眼片足立ち時間（秒） 9.0 11.4 15.9 18.2 13.9 16.1 9.0 9.3 10.4 13.1 6.8 8.3 6.5 7.5 ＜0.001
TUG（秒） 17.6 10.2 17.9 9.7 19.1 12.0 18.3 12.5 18.0 10.6 16.8 9.0 17.4 9.5 0.782
5 m歩行時間（通常）（秒） 9.7 7.3 10.4 10.4 9.3 6.5 9.1 5.0 10.3 8.5 9.4 7.1 9.7 6.7 0.804
5 m歩行時間（最大）（秒） 7.4 5.5 9.1 10.7 6.5 3.6 7.2 4.5 7.7 4.9 7.4 6.1 7.1 3.9 0.314

女

性

握力（kg） 14.7 4.7 18.1 7.2 16.7 5.6 16.8 5.4 15.7 4.7 14.8 4.7 13.2 4.0 ＜0.001
開眼片足立ち時間（秒） 7.8 11.0 13.3 16.6 15.1 18.5 10.8 13.9 8.9 11.4 7.2 10.0 5.8 8.8 ＜0.001
TUG（秒） 17.9 9.4 15.3 8.5 16.1 7.8 16.1 8.2 17.5 10.4 17.3 8.3 19.2 9.8 ＜0.001
5 m歩行時間（通常）（秒） 9.8 6.1 11.0 9.2 8.7 4.2 8.5 4.8 9.2 5.6 9.6 5.5 10.6 7.0 0.001
5 m歩行時間（最大）（秒） 8.1 5.8 8.4 7.1 7.0 3.8 6.8 3.7 7.9 6.7 7.7 4.5 8.8 6.6 0.001

TUGTimed Up & Go時間，※1一元配置の分散分析

993第57巻 日本公衛誌 第11号2010年11月15日

るが，とくに通常 3か月毎に行われる効果を評価す
る際に，変化がとらえにくくなるデメリットが生じ

る。このようなことから，本研究では特定高齢者と

要支援者の判断基準をそれぞれ示した。もしそれぞ

れの区分から移行が予想される場合では，特定高齢

者用判定基準では何レベル，要支援者用判定基準で

は何レベルと読み替えて判断することを提案したい。

ところで，このような判断基準においては，年齢

階層毎の判断基準が用いられることもある。本研究

の測定値について，年齢階層別（5歳刻み）の一元
配置の分散分析の結果（P値）を表 5に示した。女
性では，特定高齢者の 5 m最大歩行時間を除いて
年齢による測定値の差異が確認された（いずれも P
＜.01）。一方，男性では，特定高齢者と要支援者の
どちらでも，握力と開眼片足立ち時間で，年齢によ

る差異を認めたが（P＜.01～.05），それ以外の項目
では年齢による差は認められなかった。このように，

男女とも複数の測定項目で年齢階層による平均値の

差異が確認された。前述の判定基準を用いる際に

は，とくに女性で年齢が高くなると運動機能が低下

することに注意しながら利用する必要があることを

明記する。とはいえ，一般に高齢者の運動機能では

暦年齢の要因としての影響は小さくなり，生活環境

などに起因する個人特性の影響が大きくなる14,15)。

また，介護予防においては，何歳であっても，一定

の能力を維持することが重要なのであり，ある年齢

に達したらその能力を持たなくても良いということ

はない。このような考えに基づき，本研究では年齢

階層毎の基準を示すことなく，特定高齢者・要支援

者の全体を対象とし，それぞれの機能レベルにおけ

る変化をとらえるための判断基準を示した。

 結 語

この研究では，男女別に特定高齢者・要支援者別

の運動指標の評価基準を示した。特定高齢者と要支

援者では，特に移動能力において差が大きいことが

示唆された。介護予防ケアマネジメントならびに運

動器の機能向上プログラム前後での変化を評価する

ための基準として，本研究が示した基準値が活用さ

れることが望まれる。

調査の実施，解析に対して，ご助言をいただいた，日

本大学歯学部 植田耕一郎教授，慶應義塾大学医学部

大野裕教授，国立保健医療科学院 丹後俊郎部長，認知

症介護研究・研修東京センター 本間昭センター長に心

から感謝を申し上げます。
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Generation of appraisal standards for functional measurements in the frail elderly
and persons aged 40 and older requiring light assistance in daily living
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Key wordsprevention of dependence on long-term care insurance, appraisal standard, frail elderly, persons
requiring light assistance, functional measures

Objective The purpose of this study was to generate appraisal standards for functional measures in indepen-
dent elderly people with physical frailty, `̀ Tokutei'', or persons aged 40 and older who require light
assistance, `̀ Youshien''.

Methods A total of 3,852 subjects for whom functional measures were available, including grasp strength,
one-leg standing time, timed up & go (TUG）, and 5-m walking time, were analyzed from a data-
base obtained from the Ministry of Health, Labour and Welfare. The upper limit and lower limit of
each quintilededuced from the functional measurements were adopted to construct the appraisal stan-
dard.

Results The functional measures were higher in Tokutei than in Youshien. Comparing Tokutei and
Yoshien, one or more level diŠerence in the ˆve divided groups was observed for the one-leg standing
time. There were diŠerences of three or more levels between Tokutei and Yoshien in the TUG and
the 5-m walking time.

Conclusion The present study allowed development of appraisal standards for elderly having physical frailty
and for persons aged 40 and older requiring light assistance in daily living.
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